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諮問第２号「答申（案）概要」に関する意見募集 

個人・団体のご意見の抜粋および委員会の考え方 

 いただいたご意見の抜粋 委員会としての考え方 

「居住情報の利活用制度」に関するご意見 

 「居住情報制度」は早期に始めるべきである。 答申（案）概要の内容に基本的に賛成のご意見として受け止めます。 

 

なお、情報の照会先については、ＮＨＫが必要とする情報は居住実態に則し

た情報であること、受信契約は世帯単位で締結されること等に鑑みて、世帯単

位の正確な居住情報を保有している公益事業者が適切と考えます。 

 

氏名・住所程度の個人情報を利用するのは、許容範囲と考えます。災害の時

をはじめ、行き過ぎた個人情報保護が問題となっていますが、過保護すぎるの

はよくありません。この場合、支払っていない人を保護しすぎることで、真面目に

払っている人が不利益を被るのはおかしいと思います。 

先日、NHKの人が来て契約しました。いきなりの訪問に驚きました。税金なども

請求書が来るのに、わざわざ訪問で契約をとりにくるのは、迷惑だし無駄ではな

いでしょうか。契約書を送ってもらい、それに返送するかネットでの手続きを案内

してもらえば、それで済むと思います。個人情報と言っても住所と氏名だけという

ことであり、それで訪問されることがなくなり案内が送られてくるなら、調べて送る

努力をすべきと思います。 

「２（２）制度の必要性および妥当性」について個人情報保護は憲法１３

条に基づくものであり尊重されるべきものである。しかし、必ずしも全てにおいて

優先されるべきものではない。個人情報保護を優先することでのマイナス、個人

情報を利用することによるプラスを比べることが必要となる。また、プラスがあるか

らと言って、あらゆる個人情報を利用していいと言うものでもない。その点、この

件については、個人情報を保護しすぎることで法律が守られず不公平感が増

長するというマイナスがある。また、個人情報を利用することで市民の不公平感

の解消および利便性が上がるというプラスがある。また、法律に基づく行為（契

約）を順守させることのみに使われ、その対象となる個人情報も機微情報では

ないということであれば、報告書にあるように必要性と妥当性はあると考える。こ

の情報通信社会において、郵便での案内ひとつできずに、時代遅れで非効率

と思われる訪問営業に頼らざるを得ない制度であれば、そもそも法律に基づい

て契約させること自体がおかしいとも言える。ネット等に情報が氾濫する時代だ

からこそ、テレビの必要性はあると考えており、こうした居住情報の制度を作り、

海外と同様に法律に基づく放送の制度を維持することが必要と考える。 

確かに、新規の契約者、未契約者、不払いの契約者からの受信料徴収に手

間がかかる印象を受ける。これを契約者の負担している受信料で賄っていると

言う事には正直不公平感を感じる。この点の改善に、マイナンバー等利用する

事は無理なのか。 

適切な制度の検討戸別電話もない家庭が増えてもいるうえ、現在の訪問する

方法では経費がかかるということに改善が必要なことは理解できます。但し「訪

問を郵送に替えることで契約案内が簡単に行える」(参考資料 P.10)とされて

いますが、現在の未契約者に対する契約収納活動の流れで支払いの督促を

訪問・文書・電話等によって繰り返しても支払いに応じないケースがあるなら、

郵送に格段の効果があるとは思えません。活動イメージとしては見通しが甘いの

ではないかと考えます。（団体） 

現行の受信料制度のもとで行う契約収納活動においては、「把握」「面接」等

の困難性があり、居住情報の利活用制度を整備・運用することで、確実な契

約勧奨による公平負担の徹底が図られるだけでなく、巡回訪問活動の削減や

面接活動の削減が可能となる等、視聴者・国民の利便性の向上にもつながる

と考えます。 

そのうえで、この制度を整備・運用することにより、どの程度の公平負担の徹底

と経費の削減が期待できるかについて具体的に示すことが重要であると考え、ご

意見を踏まえ、答申にその旨の記述を追記しました。 

国営放送と違う放送局であれば、受信料の回収に個人情報を利用するのは

違法ではないでしょうか。 

委員会では、居住情報の利活用制度について、個人情報保護の観点等から

情報活用の目的の合理性および活用する情報の範囲等を十分に考慮し、そ

の必要性および妥当性、適切な制度のあり方を検討しました。 

答申（案）概要および答申では、ＮＨＫが居住情報を利活用する妥当性

については、国内においても、合理性のある目的のために居住情報を含む個人

情報を照会することを認める制度の例があり、また、公平負担を徹底し、公共

放送の財政基盤を安定化させるとともに、視聴者が支払う受信料によって実

施される業務を効率化するという目的には、公益性・合理性がある、としていま

す。また、こうした公益性・合理性があることに加え、視聴者の契約手続きに関

する利便性が向上することを考慮すると、個人情報保護との関係からも、許容

されうるものと考えられる、としています。 

そのうえで、照会できる情報の内容を氏名・住所に限定するとともに、利活用の

目的および照会先についても限定し、情報の安全管理措置を十分に講じたう

えで、必要な範囲内に限り、情報を照会できる制度を検討することは妥当と考

「居住情報の利活用制度」の検討として、公益事業者を通じて居住者情報を

得る想定が記述されているが、公益事業者から第三者である NHK への情報

提供について、視聴者の利便性をあえて強調するのみで、個人情報保護に関

する慎重な検討が見られない。個別の同意取得の必要も含む適切な検討を

行うべきである。（団体） 

「居住情報の利活用制度」では NHK が公益事業者等に対して居住情報を

照会し、情報を提供して貰う制度と思われます。個人情報に掛るものであり、

そう簡単にいくものでしょうか。「照会できる情報の内容を氏名・住所に限定する

とともに、利活用の目的および照会先についても限定」するからよいのではとの

考えのようですが、各公益事業体等は、これらの情報について、極めて慎重に

取り扱っているはずです。それが NHK の依頼だから、NHK は特別だからという

ことで、その情報が簡単に出てくるものではないと思います。NHK はそれほどの
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権限が備わっている存在なのでしょうか。 えます。 

なお、想定される公益事業者との協議については、実効性を考慮した適切な

事業者をはじめ、今後ＮＨＫにおいて適切に検討されるべきものと考えます。 
２．「居住情報の利活用制度」については (２)制度の必要性および妥当性 

情報の紹介先について、居住実態に即す必要があることを鑑みて公益事業者

からの情報を照会するのが妥当とされていますが、想定される公益事業者との

協議や情報開示に対する視聴者の賛同を得るプロセスはどのように進めていく

のでしょうか。個人情報保護の観点からの検討と、視聴者と公益事業者との関

係についての検討があってからの提案かと考えます。（団体） 

これまでＮＨＫ委託先がトラブルを起こしまくっている以上、それを是正できない

ＮＨＫ国民の個人情報を利用する権利などないことを理解すること。 

居住情報の利活用にあたっては、答申（案）概要および答申において、視聴

者・国民の理解や公益事業者からの協力を得るためにも、ＮＨＫにおいて取

得された情報の安全管理措置等の仕組みを検討していくことが前提、としてい

ます。 

そのうえで、居住情報の利活用制度に基づき取得された情報については、Ｎ

ＨＫが講じている現在の措置に加えて、さらなる措置が必要となると考えられ、

ご意見を踏まえ、答申にその旨の記述を追加しました。 

ＮＨＫおよび関連会社職員等の不正や犯罪が多発しており、かつ減少傾向

にない。その状況でアクセスを認めることは、個人情報不正利用の危険が極め

て高くなる。 

公平負担、経費削減のため「公益事業者」から居住情報を入手し、受信契

約（受信料支払い）をお願いすることに反対である。「誰がどこに住んでいるの

か」という情報は、個人情報の中で最も重要かつ機密性を保持しなければなら

ないものである。この情報が漏洩することで、生命や財産の危機に陥るケースも

間々ある（ＤVを受けて避難している人の居住場所を行政が加害者に教えた

ことで起こる悲劇はいくつもある）。 

居住情報の利活用制度は絶対に認められない。まず、これまでおこなってきた

委託業者による契約勧奨において、ＮＨＫは委託業者に無茶なインセンティ

ブを課すことで、実態上強引な契約締結を許容、推進してきた。これにより、多

くの国民は公共放送たるＮＨＫに対する信頼をなくしている。また、ＮＨＫとし

てこうした違法行為を含む強引な勧誘行為を監督、是正ができなかった（体

制だけでなく経営体としてコンプライアンスを優先することができなかった）。こうし

たなかで、ＮＨＫが多くの国民の個人データを保有し、委託先を含め安全管

理措置を講じ、それを監督し責任を負うことに理解を求めることは不可能であ

る、または国民に許容されないことは明白である。 

また、現状のＮＨＫにおける個人情報保護法に基づく個人データの取り扱い

についても不足が見られることから、この議論を深める土台にはない。具体的に

は、現状ＮＨＫではＮＨＫ本体の個人情報の漏えい事案しか報告しておら

ず、個人情報保護法ガイドラインにもとづいて行政への届け出が努力義務であ

る個人情報保護法違反事案の件数等について公開していない。これでは、委

託業者における個人情報保護法違反状況の監督をＮＨＫがどれだけできて

いるのか議論するための土台がなく、安全管理措置を含む体制整備ができると

いう説得力が全くない。また、現状ＮＨＫでは、個人情報保護法ガイドライン

で努力義務とされる個人情報の消去依頼に対応していないことから、一律で

多くの国民の個人情報を取得することのリスクが大きすぎる。まず、個人情報の

消去依頼に対応して、悪辣な契約勧奨からの本人保護の取り組みをすべきで

ある。さらに、要配慮個人情報は照会しないとあるが、照会する内容が限定さ

れていたとしても、訪問活動等ですでに取得している周辺情報と組み合わされ

照会する内容が要配慮個人情報に該当する場合があり、記載内容の修正を

すべきである。 

現在でもＮＨＫの契約業務は民間会社に委託されている。個人情報がこの

ような形で開示されて、しっかりと守られるのかと危惧せざるを得ない。（団体） 

個人情報の取り扱いについては慎重であるべきであり、国や自治体であればと

もかく、ＮＨＫがそのような情報を収集し、活用するということには、賛成できな

いと感じる国民も多いのではないか。 

委員会では、居住情報の利活用制度について、視聴者・国民の理解等を重

視し、その必要性および妥当性、適切な制度のあり方を検討しました。 

そのうえで、居住情報の利活用制度の整備・運用にあたっては、視聴者・国民

の理解を得ることが重要であり、そのためには、ＮＨＫが視聴者・国民に信頼さ

れ、公共放送として求められる役割を果たしていることが前提であるとともに、ど

の程度の公平負担の徹底と経費の削減が期待できるかについて具体的に示

すことが重要であると考え、ご意見を踏まえ、答申にその旨の記述を追加しまし

た。 

 

個人情報重視の世相の中で居住情報を NHK だけが入手する事への反発も

大きいと考えます。 

居住情報の利活用制度。現行個人情報保護法に照らすと、おおよそ国民の

理解を得ることはむずかしいと言わざるを得ない。これを前提に受信設備の設

置状況の確認制度を設けるのにも、無理がある。（団体） 
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P8「～、照会する情報の内容についても、氏名・住所に限定する制度とするこ

とで～」現状の受信料制度の単位が世帯である以上、個々人の氏名・住所の

みでは契約に関する業務の履行に対し不十分となる。業務遂行に当たりそれ

以上の情報が必要になる以上、「氏名・住所のみだからいいだろう」の理論は

成り立たない。 

居住情報の利活用制度は、受信契約が確認できない家屋に対し、郵送によ

る契約案内を行うためのものであり、必要な情報は「氏名・住所」のみとなりま

す。 

「受信設備の設置状況の確認制度」に関するご意見 

 「設置確認制度」も始めるべき。これは、民法の推定規定のようなものだと理解

した。テレビを持っていないと嘘をついて支払っていない人がいるので、「みなし」

ではなく「推定」であれば許容範囲と考える。ただし、嘘をつかれないような仕組

みとすべき。 

答申（案）概要の内容に基本的に賛成のご意見として受け止めます。 

 

なお、答申（案）概要および答申では、考慮すべき事項および今後の検討

課題として、受信設備の設置状況について、虚偽の回答を抑止する方法につ

いて、ＮＨＫにおいて検討するが必要がある、としています。 

 

肝心な受信機の有無の確認ですが「受信機保有無し」のみ申告制にしてはど

うか。 

周りの人達は、ＮＨＫが来ても無視すれば、どうせテレビを持っているか分から

ないので、何も言って来ないと吹聴しています。確認制度は、そうした場合でも

しっかりと契約を求める制度ということであれば、賛成です。しかし、その場合でも

嘘をつく人がいると思いますので、嘘をつけない制度としてもらいたいと思います。 

設置状況を確認する制度も必要と考えます。以前、学生時代にテレビを持って

いませんでしたが、何回かＮＨＫの人が確認にきて、いちいち対応するのも面

倒であり、また非常に無駄なことをしているなと感じたことがあります。文書で回

答できるようなものであれば、お互いに便利だと思います。 

P4「～受信設備を設置していないことが確認できた場合は～」何かが「無い」こ

とを立証することは極めて難しく（※）、制度として「受信設備がないことの確

認」を必要とするのは極めて運用性が低く、契約義務がない者（放送の益を

受けない者）に多大な負担を強いることが予想（※）される以上、受信設備

が「ある」ことを確認する制度とすべきである。益を受けない者に負担を押し付け

る制度は、受益者負担の原則からかけ離れており、決して「公平な負担」など

ではない。（P9 も同様）※現状の受信料裁判において、ある時期以降受信

設備が「無くなった」ことを証明できず、当事者が主張するよりも長期間の受信

料を支払う命令を受ける事例が多数ある。今後の受信料制度において「これま

での期間に受信設備が無いこと」の証明を国民の側に背負わされた場合、非

受益者に証明の手間を押し付ける上、証拠の不備などにより必要のない受信

料の支払い命令を受ける事例が発生する可能性がある。 

受信設備の設置状況の確認制度における視聴者・国民の手間については、

未設置の申し出について、世帯の側から行うことを求めるのではなく、ＮＨＫが

文書の郵送により複数回照会したうえで回答を促す等の方法を採ることで、視

聴者・国民は設置の有無を返信等するだけで足りることになり、その手間は限

定的であると考えます。 

また、答申（案）概要および答申では、考慮すべき事項および今後の検討課

題として、受信設備を真に設置していない場合について、過度な手間をかける

ことなく、受信契約を不要とする実効的な方法をＮＨＫにおいて検討すること

が必要、としています。 

そのうえで、受信設備の設置状況の確認制度の整備・運用にあたっては、視

聴者・国民の理解を得ることが重要であり、そのためには、ＮＨＫが視聴者・

国民に信頼され、公共放送として求められる役割を果たしていることが前提で

あるとともに、どの程度の公平負担の徹底と経費の削減が期待できるかについ

て具体的に示すことが重要であると考え、ご意見を踏まえ、答申にその旨の記

述を追加しました。 

「受信設備の設置状況の確認制度」の検討として、国民に「受信設備の未設

置の申し出」を行わせる制度に妥当性があると結論付けているが、受信設備を

持たない国民には本来義務のない行為であり、軽々に結論付けられない。短

絡的に受信契約活動の軽減を目指すもので国民の理解は到底得られるもの

ではない。（団体） 

「受信設備の設置状況の確認制度」で、国民に「受信設備の未設置の申し

出」を行わせる制度に妥当性があると結論付けているが、NHK の受信契約活

動の軽減のために、受信設備を持たない国民に新たな義務や負担を押し付け

ており、実施には国民の理解が不可欠であると考える。（団体） 

「不払い等を抑止する制度」に関するご意見 

 割増金も当然だと思います。しっかりと払っているものが馬鹿をみない制度にし

てください。 

答申（案）概要の内容に基本的に賛成のご意見として受け止めます。 

 

答申（案）概要および答申では、考慮すべき事項および今後の検討課題と

して、割増金の運用にあたっては、適用要件をより明確に規定することが必要、

としています。 

そのうえで、その要件について、割増金を適用する対象であることを合理的かつ

客観的に判断できるようにすること等で、運用の実効性が担保される内容であ

ることが必要と考えており、ご意見を踏まえ、答申にその旨の記述を追加しまし

た。 

割増金を早く運用すべき。今時、訪問により飛び込み営業をしていることがナン

センスで、そのことにお金が使われていることに疑問を感じる。払わない人のため

のことを考えて制度を始めることを躊躇うのではなく、払っている人に還元するた

めに、早期に制度を始めるべきである。 

割増金は不正を抑止するために実施すべきです。ルールを守らなければ、不利

益を受けることは当然であり、そうでなければルールを守っているものとの公平が

保たれないのではないでしょうか。答申には「虚偽により」とありますが、虚偽が否

かを証明することは非常に難しく、結果的に意味のない規則になる可能性があ

ると思います。たとえば、支払いを求めたのに、長期間にわたり支払わない場合

といった客観的に判断できる規則にする必要があると思います。 
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ネットによる番組の同時配信を検討しているとのことですが色々な方法で放送

を受信することができることは良いと思いますが、ここで考えなくてはいけない事は

受信料制度の公平負担であります。今、受信契約は 78%位ということで視聴

者からは NHK はもっと 100%を目指して受信料の公平負担を徹底していくべ

きと批判されています。公平負担を進めていくにはどうするべきなのか。今の

NHK の営業の仕方では努力しても限界があります。それはどうしてか。受信契

約の締結に強制力がないからです。視聴者からの自発的な申告制度であり、

昔からの性善説に頼っているからです。正直者だけが契約をし、そうでない人は

罰則がないことをいいことにして契約を拒否している。営業現場では無理して、

強引な契約取次をしてトラブルになり警察沙汰になることも増えている。これで

は NHK の信頼を失ってしまう状況です。ぜひ、法律の見直しを先に検討してく

ださい。 

不払い等を抑止する制度の整備にあたっては、「罰則等の法定化」と「割増金

の運用」が考えられますが、「罰則等の法定化」については、ＮＨＫの公共放

送の性格への影響を考慮すると、慎重に検討すべきものと考えます。 

一方、割増金については、ＮＨＫの性格に影響を及ぼすものでなく、不払い等

に対する一定の抑止効果も期待できると考えられるため、その運用を検討する

ことは妥当と考えます。 

 

（料金を支払った方にのみ放送番組を視聴できるようにする、いわゆる有料ス

クランブル方式については、「全般に関するご意見」において、委員会の考え方

をお示ししています。） 

検討委員会に対し、次の点を意見する。現状では、公共放送という立ち位置

であるため、あくまで誰にでも放送を見られる状態にした上で受信料契約を必

要としている。しかし、このような運用形態は基本的に放送だけであり、他のイン

フラでは見られない。例えば料金未納のまま水道を使い続ければいずれ水道局

に水を止められる。あるいは、運賃を払わずに市営地下鉄を利用した場合は、

罰則が規定されている。サービスを無償で垂れ流したあげく料金を請求し、未

払いでも罰則がないという現状の運用は、本来であればすぐに崩壊する体系で

あるが、日本放送協会は暴力団まがいの集金者によってこれを可能としてい

る。そもそも、料金を払っている者が集金者の給料を負担することは望ましくな

いことである。改善のためには、罰則の規定をするか、スクランブル化を行うかの

2 つしか方法はないように思う。 

「不払い等を抑止する制度」について諸外国の例は参考になりますが、国内に

おいてどのような方法があるか広く意見を募集して視聴者の総意をくみ取る努

力が必要です。周知・広報の機会と十分な時間を取られることを要望します。

（団体） 

不払い等を抑止する制度については、割増金が既に総務大臣の認可を受けた

放送受信規約に規定されており、その運用により不払い等に対する一定の抑

止効果が期待できると考えます。 

なお、答申（案）概要および答申では、考慮すべき事項および今後の検討

課題として、当該規定の運用にあたっては、事前に十分な周知を行うことが必

要、としています。 

▽「不払い等を抑制する制度については、放送法に罰則は規定されておらず、

海外の公共放送で整備されているような罰則を法制化するためには、受信料

の支払義務を法律に規定することが必要となる。このように制度を改めて罰則

を伴う支払義務化を行うことは、NHK の公共放送としての性格への影響等を

考慮すると、慎重に検討すべきである。不払い等を抑止する制度としては、既

に放送受信規約に割増金が規定されており、その運用について検討することが

妥当と考えられる。」 

書かれてある通り、NHK の公共放送としての性格や真面目な国民性を考えれ

ば、罰則は不要と考えます。NHK 職員の不正や犯罪を撲滅し、日本のための

公正な放送と、受信料の低減を実施すれば、２割の未契約者も自ずと契約

します。罰則などという、国民を信頼しない行為の検討などやめて頂きたい。 

また、海外の事例を出しているが、罰則付きでも９０％を超えるに留まっている

のであれば、罰則など契約数に関係は無いのでは。 

不払い等を抑止する制度については、受信料の支払率が８０％に達しようと

しており、今後、契約・収納をなお拒否する方から応諾を得ることの困難性が

高まることが想定されること等から、制度を整備・運用する必要性はあると考え

ます。 

そのうえで、答申（案）概要および答申では、不払い等を抑止する制度の整

備にあたっては、「罰則等の法定化」と「割増金の運用」が考えられますが、「罰

則等の法定化」については、ＮＨＫの公共放送の性格への影響を考慮する

と、慎重に検討すべき、としています。一方、割増金については、ＮＨＫの性格

に影響を及ぼすものでなく、不払い等に対する一定の抑止効果も期待できると

考えられるため、その運用を検討することは妥当、としています。 

 

不払い等を抑止する制度 罰則導入は国民感情を考えると無理がある。Ｎ

ＨＫの業務の見直し、経営の改善、受信料の適正な料金への値下げ、など、

まず国民の支持を得られる施策の実現が前提ではないか。（団体） 

P12「罰則等の法制化を伴う支払義務化を行うことは、NHK の公共放送とし

ての性格への影響等を考慮すると、慎重に検討～」支払義務化についてはこ

れまで何度も検討に上がり、そのたびに（NHK 自身が法制化の際の要求にこ

たえられなかった事例も含み）見送られてきたことから、単に「慎重に検討」する

だけでは解決しない問題である。 

答申（案）概要および答申では、支払義務化については、法律関係を簡明

化し受信料制度が視聴者・国民にわかりやすくなるという利点があり、制度の

設計の仕方によってはＮＨＫや受信料の性格を歪めることもない。罰則を伴わ

ない支払義務化については、視聴者・国民の理解や関連制度への影響、現

在の契約構成の意義等多面的に議論していくことが必要である、としています。 

「支払義務化」については、「NHK の公共放送としての性格への影響等を」考

慮し、慎重であるべきとの記述があります。どうも NHK の立場からのみ論じられ

ているようですが、NHK のあり方、各公益事業体等の意見、立場等を含め、

幅広い視点から慎重な検討が必要だと思います。 

「公共料金等との一括支払い制度」に関するご意見 

 この制度に反対。ＮＨＫの受信料を税金と同じような扱いにすることは、国民

が公共放送にお金を払っているという意識を薄れさせ、公共放送があたかも国

公共料金等との一括支払い制度について、答申（案）概要および答申で

は、事業者に対して法的義務を課す形ではなく、既にＮＨＫが一部で行って
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営放送であるかのように誤解させてしまう。それはＮＨＫの存在意義と矛盾す

る。 

いるように各事業者との自主的な取り組みを推進する形が現時点では妥当、

としています。 

公共料金との一括支払い これも国民の理解を得られるかは疑問と言わざるを

得ない。丁寧な議論が必要だと考える。（団体） 

13 ページ 5.「公共料金等との一括支払い制度」まず、居住施設において受

信設備を有しない居住世帯数がどの程度あるのか。限りなくゼロに近いのであ

れば一括徴収の道を開くべきである。年金から介護保険や医療保険料を徴収

するのと何ら変わらない。むしろ公平性が保たれる。居住しながら受信設備を

有しない世帯については申告して払戻しまたは事前申告で妥当と認められた

場合のみ徴収しない。組み合わせは住民税等が納得感がある。一括徴収の

法的制定で多くの国民は納得し、さらに徴収コスト分、料金の低減化も期待

できる。 

公共料金等との一括支払い制度について、事業者に受信料の収納業務を行

う義務を法的に課すことは、国内において同様の制度がないこと、受信料の収

納全般を特定の企業に任せることに対し、ＮＨＫの公共放送としての性格や

使命に懸念を持たれる可能性があること、視聴者にとっては支払い方法を強制

的に決められること等から、現時点においては困難と考えます。 

このため、既にＮＨＫが一部で行っているように、各事業者との自主的な取り

組みを推進する形が、現時点では妥当と考えます。 

全般に関するご意見 

 スクランブルをかけて受信料を支払った人だけが見られるような仕組みにすれば

よいのではないか。（同様のご意見多数） 

放送方式としては、料金を支払った者にのみ放送番組を視聴できるようにす

る、いわゆる有料スクランブル方式もあります。受信料は、ＮＨＫによる放送の

対価ではなく、ＮＨＫの維持運営のための特殊な負担金であると考えられま

す。この受信料を財政基盤とするからこそ、特定の利益や視聴率に左右され

ず、社会生活の基本となる確かな情報や、豊かな文化を育む多様な番組を、

あまねく提供することが可能となり、ＮＨＫが社会的使命を果たすことが出来る

ものと考えます。いわゆる有料スクランブル方式は、公共放送になじまないもの

であり、主な海外の公共放送においても、こうした方式を採用している国はあり

ません。そのため、現行の受信料を財源とすることを維持したうえで、公平負担

の徹底を実現する方法を検討することとし、いわゆる有料スクランブル方式につ

いては、検討対象の制度に含めていないため、ご意見を踏まえ、答申にその旨

の記述を追加しました。 

また、ＣＡＳメッセージのさらなる活用等の現行制度内で実施可能な施策に

ついては、今後ＮＨＫにおいて適切に検討されるべきものと考えます。 

BS 放送において、スクランブル放送が可能であるにも関わらずメッセージの表示

のみに留めているが、視聴環境の変化を背景に公平負担の徹底を検討するの

であれば、スクランブル化の実施も検討するべきである。（団体） 

３．「受信設備の設置状況の確認制度」(４)考慮すべき事項および今後の

検討課題ＢＳのスクランブル放送技術は確立されており、技術的な方法はいく

つかできるはずであり検討は可能と考えます。（団体） 

全体として公平負担を徹底しようとするなら、さらに真剣に議論、検討すべきで

ある。スクランブル化、ＣＡＳカードを利用した画面へのメッセージ表示なども検

討するべきではないか。当然、メッセージ表示、スクランブルは災害時、政見放

送時は外すなどの措置が必要である。それらの実施で、ＮＨＫを視聴しない人

が出てくるとしても、それは個人の意思でそうしているのであって、尊重されるべき

であろう。（団体） 

営業経費の抑制について主に、二つ意見を記させていただきたいと思います。

一つ目は、戸別訪問をするスタッフの削減です。営業経費の多くは、スタッフの

人件費です。スタッフは、一軒一軒家を回って契約・収納業務をしていますが、

なかにはトラブルが発生することもありました。今年には、契約・収納業務を委

託された業者の社員が不正な契約手続きをした問題がありました。この問題が

起こった原因のひとつに、戸別訪問があると思います。委託された業者は、ひと

つでも多く契約を結ばせようとするので、強引なやり方でトラブル沙汰になったり

します。また、最近は戸別訪問を望まない若者が増えていて、一人暮らしをする

学生にとって、戸別訪問をするスタッフの嫌悪感が高まっています。大学でも、

戸別訪問をする営業スタッフの対応してはいけないと注意喚起をするくらいで

す。これらから、戸別訪問による契約・収納業務は効率が悪いだけでなく、トラ

ブルのもとになりやすいので大幅に削減すべきだと思います。二つ目は、紙による

契約手続きの削減です。上記にも記した、契約・収納業務を委託された業者

の社員の不正な契約手続きが起こったのは、紙の契約用紙を用いたからだと思

います。紙だと、スタッフが契約者の意に反して契約書を書き換えが可能になっ

てしまいます。それを防ぐため、訪問にたよらない契約・収納方法を用いるべきで

す。第 1286 回経営委員会の議事録によると営業改革推進委員会のもと

で、訪問によらない新たな契約手法ということで、Ａ4 のピンクの封筒に変えたら

効果が高かったという報告があったと記されています。これを主軸にして取り入れ

るべきです。また、最近ではインターネットで受信契約の手続きができますので、

若い一人暮らしの学生にはインターネットによる契約手続きを推奨すべきです。

若者に身近な媒体を使うことで、戸別訪問をして契約を結んでもらうよりも効

果があると思います。以上が、「公平負担徹底のあり方について」についての意

見です。ご検討よろしくお願い申し上げます。 

委員会としても、訪問活動による受信者の把握や面接等が視聴者・国民の生

活様式に合わない状況も生じてきていると考えます。訪問活動の経費が視聴

者が負担する受信料によるものであることや、一般に勧奨等のための訪問を望

まない方が多いことに鑑みれば、適切な制度を整備することにより、訪問活動に

関する現状を改善する必要性は高いと考えます。ご意見を踏まえ、答申にその

旨の記述を追加しました。 

また、「受信料収入が増加した場合には放送サービスの充実や視聴者・国民

の負担軽減等という形で還元につながる」とあるが、具体性がない上、肥大化

による弊害の認識を欠いている。公平負担が実現した際の受信料引き下げも

含めた適正な受信料体系に関する考え方を提示し、それに対する意見募集

は十分に時間をかけて改めて実施されることを要望する。（団体） 

公平負担徹底の結果としての受信料収入の増加は、放送サービスの充実や

視聴者・国民の負担軽減等という形で還元につながることから、公平負担の徹

底は、視聴者・国民の利益に結びつくことになると考えます。 

ＮＨＫにおいて、本答申で指摘した課題等を踏まえ、具体的な制度整備の

検討を進め、制度の実現により、視聴者・国民に対して適切な還元がなされる

ことを期待します。 ●公平負担を徹底した結果として、ＮＨＫに増加する収入や削減できた費
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用見合い分は、更なる肥大化を防ぐ意味でも、放送業務の過度な拡大などに

は使わず、受信料の引き下げなどで国民・視聴者の負担軽減に使うべきと考え

る。（団体） 

一方、公平負担が徹底された結果として、受信料収入が増加することについて

は、それがどのように視聴者・国民の利益に結びつくかは大変重要であると考え

ます。答申では「放送サービスの充実」と「視聴者・国民の負担軽減等という形

で還元」と併記されています。「視聴者・国民の負担軽減等という形で還元」に

ついては、受信料の値下げ等に繋がるのであれば健全であると考えます。他

方、「放送サービスの充実」については、いたずらに費用を増やすことで過度な業

務拡大に繋がるのであれば、民間放送事業者との二元体制を維持していく観

点から、抑制的であるべきと考えます。議論を諮るのであれば、受信料の公平

負担を徹底した後、それを財源にして何をするのかを明確化し進めるよう要望

いたします。（団体） 

「公平負担の徹底をした結果としての受信料収入の増加は、放送サービスの

充実や視聴者・国民の負担軽減等という形で還元につながる」とされています

が放送サービスの充実のために放送センター建替時の設備・更新に膨大な額

が投資されることを優先し、受信料値下げによる負担のしやすさが二の次にな

るのではないかと危惧します。（団体） 

◆支払率向上による増収は「放送サービスの充実や視聴者・国民の負担軽

減等という形で還元につながる」とありますが、具体的な還元施策も提示して

議論を進めるべきです。真に必要な「放送サービスの充実」につながらない施策

であれば、受信料の減額という形で視聴者に還元することを強く要望します。

以上（団体） 

●本答申（案）概要は、受信料の公平負担について「受信料制度の根幹を

成すもの」として、公平負担の徹底の必要性を強調していますが、その大半は、

収納活動を簡易にする方策や営業経費の削減などＮＨＫ側の負担軽減に

重点が置かれた内容となっています。●その一方で、何のために公平負担を徹

底するのかについては、冒頭の要旨に「公平負担徹底の結果としての受信料

収入の増加は、放送サービスの充実や視聴者・国民の負担軽減等という形で

還元につながる」と触れられているのみで、国民視聴者に利益を還元すべきとい

う観点からの具体的な提言に乏しい内容と言わざるを得ません。●また、増加

した受信料収入や節減できた営業経費を放送サービスに過度に振り向けるこ

とで、ＮＨＫの業務拡大につながり、民放経営を圧迫する懸念が生じます。公

平負担徹底の意義を国民・視聴者に理解してもらうためには、「受信料の値

下げ」をはじめとする国民・視聴者の負担軽減に重きを置くことが望ましいと考

えます。以上（団体） 

「受信料収入が増加した場合には放送サービスの充実や視聴者・国民の負担

軽減等という形で還元につながる」とあるが、具体性がない上、肥大化による弊

害の認識を欠いている。公平負担が実現した際の受信料引き下げも含めた適

正な受信料体系に関する考え方を提示し、それに対する意見募集は十分に

時間をかけて改めて実施されることを要望する。（団体） 

● 諮問第２号「公平負担徹底のあり方」答申（案）概要（以下、答申

案）で示された「公平負担徹底の結果としての受信料収入の増加は、放送サ

ービスの充実や視聴者・国民の負担軽減等という形で還元につながる」との認

識は、極めて重要であると考えます。ただし、増加した受信料収入や節減でき

た営業経費を放送サービスに過度に振り向けることで、ＮＨＫのいたずらな業

務拡大につながる懸念もあります。公平負担徹底の意義を国民・視聴者に十

分に理解してもらうためには、還元策は「受信料の値下げ」をはじめとする国

民・視聴者の負担軽減に重きを置くことが望ましいと考えます。還元策に関する

受信料制度等検討委員会での議論の詳細は明らかではありませんが、答申

案の当該記述は国民・視聴者の負担軽減に重きを置く趣旨を強調するよう要

望します。（団体） 

NHK 受信料制度等検討委員会諮問第２号「公平負担徹底のあり方につい

て」答申（案）概要に関する意見◆受信料とはＮＨＫが公共放送としての

使命を果たすために認められた国民負担であると考えます。従って、受信料の

公平負担徹底のあり方については広く、視聴者・国民の合意を得ることが不可

欠です。そのためには、視聴者・国民に対して充分な時間をかけて、制度改訂

諮問第１号「常時同時配信の負担のあり方」、諮問第２号「公平負担徹底

のあり方について」、諮問第３号「受信料体系のあり方」については、ＮＨＫか

らの諮問を受け、それぞれに検討し答申（案）概要としてお示ししたものです。 

諮問第２号「公平負担徹底のあり方について」における制度の検討にあたって

は、視聴者・国民の理解を重視し、その必要性および妥当性、適切な制度の
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を行う意義、その方向性などを幅広く、丁寧な説明をすることが必要です。同

様に民放事業者をはじめ、関係者の意見も幅広く聞きながら議論を進めるべ

きだと考えます。◆ＮＨＫ受信料の公平負担徹底のあり方については、本案

件を個別に議論し、結論を出すのではなく、密接に関わる諮問 1 号、諮問３

号と併せて検討を進めるべきです。公平負担のあり方に対する視聴者・国民の

合意を得るためには受信料体系そのものに妥当性がなければなりません。その

観点からも1号から３号併せての議論は欠かせないと考えます。また、同様に、

現在「放送に関する諸課題検討会」でも議論されている「NHK の業務の在り

方」、「NHK の経営の在り方」などのいわゆる「三位一体改革」の議論とも併せ

て検討を行うことを強く要望します。（団体） 

あり方を検討しました。 

そのうえで、制度の整備・運用にあたっては、視聴者・国民の理解を得ることが

重要であり、そのためには、ＮＨＫが視聴者・国民に信頼され、公共放送とし

て求められる役割を果たしていることが前提であるとともに、どの程度の公平負

担の徹底と経費の削減が期待できるかについて具体的に示すことが重要である

と考え、ご意見を踏まえ、答申にその旨の記述を追加しました。 

諮問第２号に先立って答申を行った諮問第１号は、将来的な常時同時配

信の実現した場合の負担のあり方を検討したものです。今後、常時同時配信

が実現した場合においては、その費用負担のあり方に応じた公平負担の徹底

について、あらためて適切に検討することが必要と考えます。 

なお、業務・受信料・経営のあり方の一体的な改革については、委員会の答

申等を踏まえ、ＮＨＫにおいて適切に検討がなされるものと考えます。 

◆全体にかかる意見●NHK のあり方については、総務省「諸課題検討会」に

おいて検討されており、総務省から「三位一体」改革――すなわち、ガバナンス

（企業統治）、業務、受信料の改革は「相互に密接不可分」であるとして三

位一体で取り組む考えが強調され、この一環として、ネット常時同時配信の議

論が行われている。昨年12月に、NHKから常時同時配信を2019年から実

施したい旨の見解が示された際、日本民間放送連盟および民放事業者各社

から「議論は始まったばかりであり拙速」、「改革全体での位置づけが見えない」

等の指摘・批判が起きたのも、公平負担徹底のあり方を含む改革の全体像を

NHK 自身が明確にしていないことが最大の理由である。そうした経緯を踏ま

え、NHK は受信料制度等検討委員会を設置し、１号から３号の諮問をした

と思料される。したがって、２号の答申は、三位一体改革全体を俯瞰し、放送

と通信の融合時代にふさわしい公平負担徹底のあり方を示す内容でなければ

おかしい。加えて、１号答申はネット常時同時配信における費用負担のあり方

について、「PC やスマートフォン・タブレット等はさまざまな用途を持つ汎用端末

であり、これらの端末の現在の利用の態様等に照らして考えれば、そうした端末

の所持・設置と常時同時配信の利用を直接結びつけることは、現状では理解

を得られにくい」と明記している。NHK は、ワンセグ放送視聴機能を持つスマホ

や携帯電話では、利用の有無にかかわらず「所持」を理由に受信料支払い義

務を課しているが、この考え方を維持したままでは「ネット配信利用のスマートフ

ォンだと契約義務はなく、ワンセグ利用のスマートフォンは契約義務がある」とい

う、新たな不公平を引き起こすことになる。放送と通信の融合時代にふさわしい

公平負担徹底のあり方を検討することが本来課せられた使命であり、ワンセグ

携帯をめぐる訴訟に照らせば喫緊の課題であることは明らかであり、２号答申

案が本来求められている役割を果たしておらず全く不十分な内容であることを

指摘したい。●現行の受信料制度を改革し不払いを抑止する制度の確立を

目指すことについては賛同するが、現在 NHK に求められていることは、受信料

制度全体のあり方と将来像、その中でいかに公平負担を実現させるか、さらに

はネット常時同時配信の費用負担を受信料制度全体の中でどのように位置

付けるのかを示すことにある。 

本「答申案」で示されている検討の方向性以外に、公平負担の徹底に向けて

どのような可能性があるのか、さらに幅広く検討し十分な時間をかけて国民的

な合意形成への努力を要望する。（団体） 

ＮＨＫの常時同時配信については、国民・視聴者に対して社会的意義や必

要性を説明するとともに、制度改正の方向性や具体的な実施計画を提示し、

国民各層の合意を得ることが不可欠であると考えます。受信料制度等検討委

員会を設置したのであれば、ガバナンス、業務、受信料の改革、すなわち三位

一体改革で取り組み、放送と通信の融合時代にふさわしい、公平負担徹底の

在り方を明確に示すべきです。ワンセグ放送視聴機能を持つスマホ―トフォンや

携帯電話では、利用の有無に関係なく受信料の支払い義務を課しています

が、ネット配信利用のスマートフォンだと契約義務がないという不公平を引き起

こすことになります。放送と通信の融合時代に適した公平負担徹底が求められ

ていることを強く認識して頂きたい。（団体） 

●諮問 2 号「公平負担徹底の在り方」で公平負担徹底を検討しているにもか

かわらず、諮問 1号「常時同時配信の費用負担のあり方」では、”受信料型の

場合、利用者の簡便性とフリーライドを抑止する厳格性のバランスを考慮し「ゆ

るやかな認証」が望ましい”としている。これらの整合性を諮問 2 号では説明す

べきであり、答申は不十分と言わざるを得ない。ＮＨＫ受信料制度等検討委
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員会諮問 1 号、2 号、3 号の意見募集結果を踏まえ、「業務・受信料・経営

の在り方の一体的な改革」（三位一体改革）の中で、常時同時配信を含む

業務の在り方、経営の効率化を含む経営の在り方とともに、受信料の在り方を

検討することを望む。（団体） 

先ず答申全体の考え方として、諮問第 1 号から第 3 号は一体での検討が必

要であり、更には「業務・受信料・経営の在り方の一体的な改革」(三位一体

改革)の中で検討されるべきと考えます。今回の諮問第2号では、受信料の公

平負担を徹底する方法についての制度の検討が報告されました。新たな制度

を導入する場合、視聴者・国民に対して十分な説明を行い、理解を得た上で

進めていただくよう要望いたします。（団体） 

受信料制度は視聴者・国民が受信料を公平に負担することによって成り立つ

ものです。不払い率が全体の２割にも及ぶという不公平な現状は、受信料制

度の抜本的な改革を迫るものといえます。しかし、多様化・複雑化する国民の

住環境やライフスタイル、２割という数字の大きさから、その是正は容易には進

まないであろうことが窺えます。今般、「居住情報の利活用制度」「受信設備の

設置状況の確認制度」 「不払い等を抑止する制度」「公共料金等との一括

支払い制度」という４つの側面から公平負担徹底に向けた検討がなされました

が、答申案を読む限りでは、限定的な効果しか期待できないものであったり、公

共性や安全面から慎重に進めるべきものであったり、いずれも一朝一夕に抜本

是正につなげることは難しい制度であるように思われました。決して悠長に放置

できる問題ではありませんが、十分な時間をかけた検討と、国民的な合意作り

が必要な課題であると思われます。また、諮問第 1 号「常時同時配信の負担

のあり方」の問題も、放送と通信の融合時代にふさわしい受信料の「公平負担

徹底のあり方」が示された上で、議論されるべきものであると考えます。2019年

からの常時同時配信開始という結論ありきの拙速感は否めません。（団体） 

◆全体にかかる意見●2 号答申案は、受信設備を設置した者のうち約 20％

の支払いが無く、受信料を支払っている多数（約 80％）の者にとって不公平

な状態であるとしたうえ、公平負担の徹底を検討している。しかし、受信料制

度は、戦後、公共放送の自主・自立を堅持するため、放送の受益者より負担

金を徴収して運営していく制度として誕生しており、対象世帯から一律に徴収

することより放送の受益者に対しての公平を優先しなければならない。放送法

第 64 条第 1 項において、NHK の放送を受信することができる受信設備を設

置したものは NHK と受信契約を締結することが規定されているが、世帯、個

人、機器等の単位で契約することが規定されているわけではない。各世帯の固

定受信設備の台数も様々なうえ、ＰＣ・スマートフォン・タブレット等の端末も

普及してきている。今までの制度にとらわれず、「放送の受益者より負担金を徴

収する」という基本を土台にして検討することが重要であると考える。また、

20％の不払い者の意見を真摯に聞くことも重要である。国民・視聴者のなかに

は、NHK の放送番組をほとんど視聴していないにもかかわらず受信料を徴収さ

れているという被害者意識が根強くある。放送と通信の融合時代にふさわしい

公平負担徹底のあり方を検討することが本来課せられた使命であり、喫緊の

課題であることは明らかである。2 号答申案が本来求められている役割を果た

しておらず、全く不十分な内容である。●日本の世帯数は核家族化の影響に

より増加している。1970 年、約 3,000 万の世帯数が 2015 年では 5,300

万世帯になっており、NHK の受信料契約対象世帯数も大きく増加してきた。

今後、少子化による世帯数の減少が予想される。公平負担徹底のあり方の

検討が、将来の財源確保のための未払い者からの徴収方法の検討であっては

ならない。●現在NHKに求められていることは、受信料制度全体のあり方と将

来像、その中でいかに公平負担を実現させるか、さらにはネット常時同時配信

の費用負担を受信料制度全体の中でどのように位置付けるのかを示すことにあ

る。（団体） 

NHK 受信料制度等検討委員会 諮問第２号 「公平負担徹底のあり方に

ついて」答申案への意見書◆全体にかかる意見受信料負担についての改革に

ついて検討されることは公平負担徹底の意味から反対するものではありません

が、放送と通信の融合が実現していく過程にふさわしい内容になっているかはな

はだ疑問のある内容です。諮問第 1 号常時同時配信において費用負担につ

いては、制度設計に時間がかかることを理由に当面の暫定措置を検討されて
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います。一定期間は無料で提供することも検討するように答申されていますが、

設備投資と回線コストはかなりの額になります。採算モデルが決まらない中での

スタートは既に受信料を負担している視聴者に、不払いに加えたさらなる不公

平感が高まると考えます。また世帯徴収とスマートフォン・タブレット所有者からの

徴収に対して、用途の異なるデバイスを一律の理論が通るか、国民の認識と意

見の醸成がされているとは思えず、NHK のみが性急に結論を急いでいる印象

がぬぐえません。（団体） 

第１号諮問「常時同時配信の負担のあり方について」答申案に対して、当社

からは「「常時同時配信の負担のあり方」を考えるうえで、最も重要な論点は

「受信料制度との整合性」である。ＮＨＫ受信料制度等検討委員会には「負

担のあり方」のほか「公平負担徹底のあり方」「受信料体系のあり方」が諮問さ

れており、これら３点は併せて評価されるべきものと考える」との意見を提出しま

した。第２号諮問「公平負担徹底のあり方について」の答申案概要には、公

平負担の徹底について「その結果としての受信料収入の増加は、放送サービス

の充実や視聴者・国民の負担軽減等という形で還元につながる」との記載があ

り、また第３号諮問「受信料体系のあり方について」の答申案概要には、「メデ

ィア環境や社会経済状況が変化するなかで（中略）現行の受信料体系のあ

り方について、その妥当性をあらためて検討する必要がある」との記載がありま

す。このたびの第２号・第３号諮問の答申案では、現行制度の運用に関わる

議論に終始しており、この「視聴者・国民への還元」や「メディア環境が変化する

なかでの受信料体系のあり方」について、まさに将来を見据えた広い視野からの

議論が充分に反映されていないことを遺憾に思います。常時同時配信を含め

た受信料制度の全体にわたる今後のあり方について、受信料制度等検討委

員会においてどのような議論がなされたのか、またＮＨＫとしてどのように考えて

いるのかを、私ども放送事業者のみならず、視聴者・国民の皆さまに、速やかに

分かり易く説明して頂くことを要望します。（団体） 

●諮問第２号「公平負担徹底のあり方について」答申（案）概要は、公平

負担の徹底と営業経費の抑制を図るために適切な制度整備のあり方につい

て、諮問第３号「受信料体系のあり方について」答申（案）概要は、世帯お

よび事業所における契約・受信料免除の合理的なあり方について、それぞれ見

解を求めたものであり、これで先に示された諮問第１号「常時同時配信の負

担のあり方について」答申（案）概要と合わせて３つの答申が出そろいまし

た。●この３つの諮問事項は密接に関係しあうものであり、「放送を巡る諸課

題に関する検討会第一次取りまとめ」でも、「ＮＨＫの業務・受信料・経営の

在り方は、相互に密接不可分なものであり、一体的に改革を進めていくことが

必要である」とする“三位一体改革”が提言されており、受信料制度の見直し

はこの三位一体改革の中で検討が行われるべきだと考えます。受信料制度の

検討と並行して、ＮＨＫの業務内容や組織のあり方の見直しや、公共放送の

果たすべき役割を再定義することが不可欠と考えます。（団体） 

ＮＨＫの受信料に関する公平負担徹底のあり方については、業務内容、経

営のあり方と一体的に改革を進めることが必要であると考えます。 

今後、受信料の伸び悩みを補うべく、その財源確保を目的として、拙速にインタ

ーネット同時配信を推し進めていくことのないよう、同時配信については、民放

への影響も十分考慮し、あくまでも放送の補完的な位置づけとし、放送法との

整合や、著作権等を適切に処理できる制度作りを整えたうえで、その必要性や

受信料制度との整合性に関する議論及び国民への説明を尽くし、進めていくこ

とを要望します。（団体） 

全体（前提）「諸課題」検討会でも指摘されたように、ＮＨＫに求められてい

るのは、「業務」「受信料」「経営」という「三位一体改革」であり、受信料部分

のみが先行して議論されることには大きな違和感を覚える。特に諮問第 2号で

扱う「公平負担」については、そもそも、「不公平」＝「受信料を支払わない人が

多い」原因は、ＮＨＫの「業務」「経営」について、不信感を持っている人が多

いからであると考えられ、そういう意味で、答申案に盛り込まれている施策は「小

手先の対処案」であり、「国民が進んで受信料を払ってもよい」と思える環境作

り、ＮＨＫに対する信頼感が醸成されているのか等、根底にある問題点の解

決、改善なくして議論することに違和感を感じる。また、ＮＨＫの受信料制度

そのものについての合憲性について最高裁大法廷での判決が今年度内には示
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されるところであり、その判断を待っての制度設計であってもよいのではないか。

財政的基盤の確立を言うより以前に、ＮＨＫの拡大傾向、子会社での巨額

の内部留保等々の問題解決をどうするのか、示すべきである。さらに、諮問第1

号へのパブコメで多くの者が指摘した通り、今回の３つの答申案は密接に連関

した内容を持つものであり、別々の時期にパブコメにかけたことは妥当ではない。

全体として、委員会がまとめた文書には「国民の理解が得られているのか」

等々、抑制的な表現が用いられている箇所についても、「将来的には」旨、Ｎ

ＨＫ本体が希望する方向性が記されているが、これは委員会での審議経過か

ら来る記述というより、ＮＨＫ本体の意向を色濃く反映したものではないのかと

いう疑念を持たざるを得ない。過度な受信料徴収の強化は、単にＮＨＫのみ

ならず、民放を含めた放送界全体に対するマイナスイメージの蔓延を惹起する

恐れがある。地上波とＢＳの放送上の役割、性格についても論点整理されて

いないなど、本来議論すべき問題点はたくさんあるのではないか。ということを大

前提に個々の箇所について、以下、意見を申し述べる。（団体） 

● 諮問第２号「公平負担徹底のあり方」は、公平負担の徹底と営業経費

の抑制を図るために適切な制度整備のあり方について、諮問第３号「受信料

体系のあり方」は、世帯および事業所における契約・受信料免除の合理的な

あり方について、現行の受信料制度を前提にそれぞれ見解を求めています。し

かしながら、諮問第１号「常時同時配信の費用負担のあり方」を答申したにも

関わらず、新たなサービスを見据えた公平負担徹底や受信料体系のあり方に

言及しないことは強い違和感を覚えるところであり、諮問第２号、第３号の答

申（案）概要の内容は極めて不十分であると言わざるを得ません。総務省

「放送を巡る諸課題に関する検討会 第一次取りまとめ」（平成２８年９

月）が提言するように、受信料制度の見直しは「業務・受信料・経営の在り方

の一体的な改革」（三位一体改革）の中で検討されることが望ましいと考え

ます。（団体） 

※いただいたご意見につきましては、抜粋の上、原文の表記のまま掲載しています。 
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その他のご意見と委員会としての考え方 

 

諮問第２号「公平負担徹底のあり方について」答申（案）概要への直接的なご意見ではありませんが、今回の意見募集にあわせて、さまざまなご意見・ご感想などもいた

だきました。貴重なご意見として承るとともに、その中の主なご意見について、その要約と委員会としての考え方をまとめました。なお、ＮＨＫについて皆さまから寄せられる一

般的なご質問やご意見に対するＮＨＫの考え方については、ＮＨＫのホームページで公表されておりますので、ご参照ください。 

 

 いただいたご意見の要約 委員会としての考え方 

 意見募集を行うにあたり、現状の営業経費等について、参考資料として開示し

ている情報が不十分というご意見をいただきました。 

営業経費等の収支の内訳につきましては、ＮＨＫのホームページにて公開され

ておりますので、詳しくはこちらをご参照ください。 

（ＵＲＬ） 

：http://www.nhk.or.jp/faq-corner/1nhk/01/01-01-16.html 

いただいたご意見の中に、諮問第１号「常時同時配信の負担のあり方につい

て」に対するご意見、諮問第３号「受信料体系のあり方について」に対するご意

見が含まれていました。 

いただいたご意見につきましては当該諮問の対象外となります。諮問第１号「常

時同時配信の負担のあり方について」、諮問第３号「受信料体系のあり方につ

いて」につきましては、いただいたご意見をとりまとめ委員会としての考え方を別途

お示ししています。詳しくは、こちらをご参照ください。 

・諮問第１号答申（案）概要に関する意見募集について 

（ＵＲＬ） 

：http://www.nhk.or.jp/pr/keiei/kento/toshin/index.html 

・諮問第３号答申（案）概要に関する意見募集について 

（ＵＲＬ） 

：http://www.nhk.or.jp/pr/keiei/kento/toshin/index3.html 

今回の意見募集の方法について、「意見募集の期間が短すぎる」「入力フォーム

の構成が不適切」等のご意見をいただきました。 

今後、意見募集を行う際の参考とさせていただきます。 

上記以外にも、「公共放送のあり方」や「事業運営」「放送内容」等に関するご

意見をいただきました。 

ＮＨＫにおいて、今後の事業運営の参考とされるべきものだと考えます。 
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